
 

 

 

 

平成 23 年８月 31 日 

株 主 各 位 

上場会社名 株式会社ノア 

 (コード番号：3383 名 証 セ ン ト レ ッ ク ス) 

本社所在地 東京都港区芝三丁目 31番 2 号 

代 表 者 代表取締役社長 溝 邉 乃 利 雄 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 北 山 智 康 
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定款の一部変更及び監査役会設置並びに 

会計監査人選任に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年８月 18 日開催の取締役会において、「定款の一部変更の件」及び「監査役会の設置に

伴う監査役の選任」並び「会計監査人選任の件」を平成 23 年９月 29 日開催予定の当社第 11 回定時株主総

会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

  

記 

１．定款の一部変更の件 

  （１）変更の理由 
①経営における迅速な判断及び業務の効率化並びに事務所経費の削減を図るため、本店の所在地
を「東京都港区」から「東京都中央区」に変更するものであります。 
ただし、当該変更につきましては、平成24年１月末日までに開催される、当社取締役会にお

いて決定する本店移転日をもって効力を生じるものといたします。 
② 取締役の事業年度に関する責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構
築することを目的とし、取締役の任期を現在の２年から１年に変更するものであります。 
ただし、当該変更につきましては、本総会第３号議案において新たに選任される取締役より

適用するものといたします。 
③ 当社は、会社法第２条第６号に定める大会社には該当しておりませんが、当社が上場している
株式会社名古屋証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」
において「監査役会」及び「会計監査人」を置くことが義務付けられたこと、また、コーポレ
ート・ガバナンスの一層の強化を図るため、｢監査役会」及び「会計監査人」に関する規定を新
設し、その他所要の変更を行うものであります。 
また、会計監査人がその期待される役割を十分に発揮できるように、取締役会の決議をもっ

て法令の規定する範囲内でその責任を免除することができる旨の規定、並びに会計監査人の責
任を法令の規定する限度に制限をする契約を締結することができる旨の規定を新設するもので
あります。 

 

  （２）変更の内容 

   変更の内容は別紙のとおりであります。 

 

  （３）日程 

   定款変更のための株主総会開催日  平成 23 年９月 29 日（木） 

   定款変更の効力発生日       平成 23 年９月 29 日（木） 



 

 

 

２．監査役 1名選任の件 

上記「定款の一部変更の件」が承認可決されますと当社は監査役会設置会社となり、監査役が 
３名必要となりますので１名増員することとし、監査役１名の選任をお願いするものであります。 
なお、本議案に関しましては、監査役全員の同意を得ております。 
 
監査役候補者は、次のとおりであります。 

 
氏    名 
（生年月日） 略歴・地位並びに重要な兼職の状況 所有する 

当社株式数 

矢 島  浩 二 
(昭和35年11月30日生) 

昭和56年７月 三洋伊勢崎電子㈱入社 
昭和61年６月 セゾン生命保険㈱ （現 AIGエジソン生命 
       保険㈱）入社 
平成７年10月 中部自動車販売㈱入社 
平成14年３月 ジャックホールディングス㈱  

（現 ㈱カーチス）入社 
平成20年８月 ㈱ASK入社 
平成22年７月 ㈱明輪入社 

― 

(注) 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はございません。 
 

３．会計監査人選任の件 

  会計監査人選任の理由 

   会計監査人の選任に付きましては、現在当社の金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく 

監査証明を行っておりますアーク監査法人を会計監査人として選任することが、会計監査の効率性を 

維持する観点から適切であるため、同監査法人を選任する予定であります。 

 なお、本議案は上記「定款の一部変更の件」が承認可決されることを条件といたしております。 

また、本議案の提出に付きましては、監査役全員の同意を得ております。 

 

選任する会計監査人の概要 
（平成23年８月１日現在) 

 
名    称 アーク監査法人 
主たる事務所 東京都新宿区西新宿三丁目２番７号KDX新宿ビル 
沿    革 平成16年３月３日 設立 
資  本  金 25,500,000円 
構 成 人 員 代表社員              5名 

社員                7名 
公認会計士             10名 
公認会計士試験合格者        11名 
ITマネージャー           1名 
その他               5名 
合計                39名 

関 与 会 社 金融商品取引法・会社法監査     14社 
金融商品取引法監査         1社 
会社法監査             5社 
その他監査（株式上場準備会社等）  12社 
合計                32社 

  就任予定日 

   平成 23 年９月 29日（第 11 回定時株主総会開催日） 

 

 

以 上 
 



 

 

（別紙） 

定款変更の内容                   （下線は変更部分を示します。） 
現 行 定 款 変  更  案 

  
第１条～第２条 (条文省略) 第１条～第２条 (現行どおり) 
  
【本店の所在地】 
第３条 当会社は、本店を東京都港区に置く。 

【本店の所在地】 
第３条 当会社は、本店を東京都中央区に置く。 

  
第４条     (条文省略) 第４条     (現行どおり) 

 
<新 設> 

 
【機関】 
第５条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く｡ 
1. 取締役会 
2. 監査役 
3. 監査役会 
4. 会計監査人 

  
第５条～第15条 (条文省略) 第６条～第16条 (現行どおり) 
  
【取締役会の設置】 
第16条 当会社は、取締役会を置く｡ 

<削 除> 

  
第17条～第18条 (条文省略) 第17条～第18条 (現行どおり) 
  
【任期】 
第19条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総
会の終結の時までとする。 

２     (条文省略) 

【任期】 
第19条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主
総会の終結の時までとする。 

２     (現行どおり) 
  
第20条～第28条 (条文省略) 第20条～第28条 (現行どおり) 
  

第５章 監 査 役 第５章 監査役及び監査役会 
  
【監査役の設置】 
第29条 当会社は、監査役を置く｡ 

<削 除> 

  
第30条～第32条 (条文省略) 第29条～第31条 (現行どおり) 
  

<新 設> 【常勤の監査役】 
第32条 監査役会は、その決議によって常勤の監査役

を選定する｡   
<新 設> 【監査役会の招集通知】 

第33条 監査役会の招集通知は、会日の３日前までに
各監査役に対して発する。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮することが
できる｡ 

２ 監査役全員の同意があるときは、招集の手続
きを経ないで監査役会を開催することがで
きる｡ 

  
<新 設> 【監査役会規程】 

第34条 監査役会に関する事項は、法令又は本定款の
ほか、監査役会において定める監査役会規程
による｡ 

  
第33条～第34条 (条文省略) 第35条～第36条 (現行どおり) 
  

<新 設> 第６章 会計監査人 
  

<新 設> 【選任方法】 
第37条 会計監査人は、株主総会において選任する｡ 

  
<新 設> 【任期】 

第38条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会終結の時までとする｡ 

２ 前項の定時株主総会において別段の決議が
なされないときは、当該定時株主総会におい
て再任されたものとみなす｡ 

  



 

 

現 行 定 款 変  更  案 
  

<新 設> 【会計監査人の報酬】 
第39条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役

会の同意を得て定める｡ 
  

<新 設> 【会計監査人の責任免除】 
第40条 当会社は、会社法第426条第1項の規定によ

り、会計監査人（会計監査人であったものを
含む｡）の同法第423条第１項の賠償責任につ
き、取締役会の決議によって、法令の定める
限度において、その責任を免除することがで
きる｡ 

  
<新 設> ２ 当会社は、会計監査人との間で、会社法第427

条第１項の規定により、当該会計監査人の同
法第423条第１項の賠償責任を限定する契約
を締結することができる。ただし、当該契約
に基づく賠償責任の限度額は法令が規定す
る額とする｡ 

  
第６章 計 算 第７章 計 算 

  
第35条～第38条 (条文省略) 第41条～第44条 (現行どおり) 
  

<新 設> 附 則 
第１条 第３条の本店所在地に関する変更は、平成24

年１月末日までに開催される取締役会におい
て決定する本店移転日をもって効力を生ずる
ものとする。なお、本条の規定は、本店移転
の効力発生日の経過後、これを削除する｡ 

    


